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国立国会図書館におけるデジタル情報の収集・保存・提供の取組み 
 

国立国会図書館総務部企画課 
電子情報企画室長 田中 久徳 

 
１．電子情報時代における国立国会図書館の対応 

 「国立図書館（納本図書館）」の側面 
・ 「出版物」の電子化、デジタル情報資源に対する対応 
・ 「電子図書館サービス」の拡大、検索機能強化、蔵書のデジタル化 

 「国会（議会）図書館」の側面 → 立法補佐機能・情報提供機能の強化 
 
２．「電子図書館サービス」の取組み（「電子図書館中期計画 2004」） 

 「デジタル・アーカイブ」の構築 
 情報資源に関する情報の充実 
 デジタル・アーカイブのポータル機能 

 
３．個別事例（1） －情報資源の収集・蓄積と提供（１次情報）－ 

 WARP（インターネット資源選択的蓄積事業） 
 「ウェブアーカイブの法制化」 
 資料電子化「近代デジタルライブラリー」 

 
４．個別事例（2） －情報資源の組織化・検索アクセス手段の提供（２次情報）－ 

 NDL-OPAC と PORTA（NDL デジタルアーカイブポータル） 
 D-Navi（データベースナビゲーションサービス） 

 
５．個別事例（3） －主題情報・知識情報の提供（３次情報）－ 

 レファレンス共同データベース 
 テーマ別調べ方案内（ナレッジベースシステム） 
 立法情報提供（「調査の窓」立法情報ライブラリ） 

 
（参考資料） 

・ 「国立国会図書館中期計画 2004」 
・ 「国立国会図書館デジタルアーカイブポータ－PORTA－」 
・ 「WARP（インターネット情報選択的蓄積事業）」 
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国立国会図書館における電子情報
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国立国会図書館の役割

「国立図書館」としての機能

納本制度による国内出版物の網羅
的収集と長期的利用の保証
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「国会（議会）図書館」としての機能

国会のための立法補佐業務（資料
に基く調査・情報の提供）

電子情報環境への対応

電子情報資源への対応

「電子出版物」の増大

インターネット情報の収集
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電子情報の長期保存機能

蔵書のデジタル化

インターネット経由の電子図書館サービス

レファレンス・情報提供機能の高度化

電子情報の収集・保存・提供

デジタル・アーカイブの構築

ネットワーク上の情報資源の収集・保存

図書等のデジタル化
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情報資源に関する情報の充実

検索インターフェイス・探索ツール

デジタル・アーカイブのポータル機能

統合的検索・ワンストップサービス

（電子図書館中期計画2004）

電子図書館サービスの全体イメージ
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情報種別からみた電子サービス

２次情報

（目録書誌）

資料を探す手段

１次情報

（原資料）

資料そのもの

３次情報

（参考情報）

探し方の案内
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資料を探す手段

NDL-OPAC、
PORTA、
D-Navi

WARP、近代デ
ジタルライブラ
リー

資料そのもの

レファレンス協
同データベース、
テーマ別調べ方
案内

探し方の案内
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WARP （Web ARchiving Project）
インターネット資源選択的蓄積事業

電子雑誌（約1,505誌）

ウェブサイト

政府機関（51)
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政府機関（ )

協力機関（2,053)

合併前の市町村

法人・機構

大学 イベント

WARP 検索結果（一覧表示）
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WARP 検索結果（個別レコード）
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ウェブ・アーカイブの必要性

消えゆく情報
短い寿命 ウェブ情報の平均44日

移動のリスク リンク切れ1年で4割

既存著作物のボ ン デジタル化
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既存著作物のボーン・デジタル化
デジタルのみの雑誌の拡大

2020年にボーンデジタル率4割の予測

消滅のみならず、偽造・改変のリスク

学術コミュニケーションの変容
「所有からアクセスへ」（電子ジャーナル）

ウェブアーカイブの制度化検討

「納本制度審議会答申」（平成16年12月）

「制度化検討案」（平成17年6月）
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実現へ向けた課題
違法・有害情報、表現の萎縮

著作権制限（特に公衆送信権の壁）

対象範囲を限定した形の「制度化」を検討

（平成21年度中の実現をめざす方針）

明治期・大正期刊行図書

約97,000タイトル

近代デジタルライブラリー
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（143,000冊）
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所蔵資料のデジタル化

サービス拡充の可能性

「利用」と「保存」の両立

「全国サービス」の実現
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実現のための課題

著作権許諾

実施経費

技術の陳腐化

NDL-OPAC

書誌： 約 1,600 万

（うち、雑誌記事
索引 約780 万件）
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遠隔地からの複
写依頼が可能

NDLデジタルアーカイブポータル（PORTA）

デジタルアーカイブの統合検索サービス

デジタル情報資源は分散して存在

閲覧から紙資料の入手情報までを案内
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冊子体資料等
の目録

冊子体資料等
の目録

NDL
デジタ
ルアー
カイブ

NDL
蔵書目録

各機関
デジタ
ルアー
カイブ

各機関
蔵書目録

NDL
蔵書目録

各機関
蔵書目録

デジタルアーカイブ
ポータル

デジタルアーカイブ
ポータル

システム連携のための共通インターフェース

共通のメタデータ提供機能
NDL

デジタ
ルアー
カイブ

各機関
デジタ
ルアー
カイブ

デジタルコンテンツ
の目録

デジタルコンテンツ
の目録

「国のデジタル資源共有のために」

幅広いデジタル情報へのワンストップ
ナビゲーションの実現

→ 検索対象の拡充、参加機関拡大
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政府機関、図書館、学術研究機関、

地方公共団体、民間機関の保有する
幅広いデジタルコレクションの利用促
進

PORTAの検索対象

NDL 他機関

一次情報

近代デジタルライブラリー
貴重書画像データベース
児童書デジタルライブラリー
貴重書サンプル

デジタル岡山大百科
秋田県立図書館デジタルライブラリ
青空文庫
国立公文書館デジタルアーカイブ
アジア歴史資料デ タベ ス
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貴
アジア歴史資料データベース

二次情報
参考情報

etc.

蔵書目録
雑誌記事索引
プランゲ文庫雑誌・新聞目録
児童書総合目録
WARP、D-Navi
レファレンス協同DB
カレントアウェアネス

秋田県立図書館記事索引
府省所管デジタルアーカイブサイト情報

新書マップ

全20種類のアーカイブ、データ件数合計約800万件

D-Navi データベース・ナビゲーションサービス
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D-Navi 検索例（環境）
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レファレンス協同データベース
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参加館： 452 館 データ公開： 17,000件

レファ協 検索結果（一覧）
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レファ協 検索結果（回答例）
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主題情報の提供

「テーマ別調べ方案内」

「参考図書紹介」

「目次情報」
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「レファレンス受理処理結果」

主題に係る情報を「知識ベース化」

「ナレッジ提供サービス」に統合（平成21年）

テーマ別調べ方案内 （例：環境問題）

ごみ処理・リサイクルについて調べる
水質汚濁について調べる
土壌汚染について調べる
騒音問題について調べる
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大気汚染について調べる参考情報源
化学物質の発がん性について調べる
ダイオキシン類を調べる参考図書
両生類ツボカビ症－インターネット情報と当館
所蔵・無料アクセス可能雑誌論文リスト
温室効果ガス・地球温暖化データに関するリン
ク集
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テーマ別調べ方案内 （案内例）

環境統計 最終更新日：2007-10-03
環境統計について調べるための統計書、インターネット情報には以下
のようなものがあります（【】内は当館請求記号。請求記号に関する記
述がない資料は、号により請求記号が異なります。そのような資料の
請求記号については、NDL-OPACでタイトル等による検索を行ってお
調べください）。

1 環境全般
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1.環境全般
●『環境統計集』（ぎょうせい 年刊 【Z71-J744】）

「経済社会一般」、「地球温暖化」、「物質循環」、「大気環境」、「水環境」、
「化学物質」、「自然環境」、「地球環境」、「環境対策全般」の章から
成っており、環境に関する様々な統計が幅広く収録されています。統
計によっては、過去数年分のデータや、細かい種別のデータ、地域別
（都道府県、国別）のデータなども多く盛り込まれています。また、掲載
されている個々の統計は、「人間活動」および「負荷」（環境問題の原
因）を示すD指標、「状態」を示すＳ指標、「対策」を示すＲ指標の3種類
に分けられていて、その統計が環境問題のサイクルの中でどの部分
にあたる指標なのかが表されています。

この資料は環境省HP内環境統計集でも公開されています。

立法情報サービス

国会会議録フルテキストデータベース

日本法令索引

刊行物の公開
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「レファレンス」

• 「中国に対する環境協力の現状と課題」（2007.12）

「調査と情報」

• 「海洋汚染防止と二酸化炭素の廃棄（貯留）」

• 「大都市圏の自動車大気汚染対策」

「外国の立法」

国会会議録フルテキストデータベース

衆・参本会議

委員会審議
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第1回（1947年5月）

現在


